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1 . 1期労働保険料のお知らせ
労働保険事務組合に加入されている事業主様におかれましては、1期労働保険料のお知らせを同封しており
ます。口座振替の場合は8月6日引落し、お振込の場合は8月1日までによろしくお願い申し上げます。

2 . 労働保険事務組合総会について
2022年6月29日（水）17時20分より、当労働保険事務組合の年次総会を開催致します。
添付の案内をご確認の上出欠のご連絡を送付くださいますようお願い致します。

3 . 夏期休業について
8月11日（木）から8月15日（月）までお休みとさせていただきます。
緊急時は事務所にお電話頂ければ転送または留守電にて対応致します。

※ ご相談、ご不明点は担当者までお問い合わせください。
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⓶ 正社員及び非正規雇用労働者の定義の変更

　　社会保険労務士　西　田　雄　二

キャリアアップ助成金の改正ポイント

令和4年4月以降の転換が対象

令和4年3月までの転換は申請可能です。

令和4年10月以降の転換が対象

❸ 無期　→　正規　：　28.5万円／人

右記の3つの転換のうち、❷の有期→無期が

廃止されました。

① 有期雇用労働者から無期雇用労働者への転換の助成を廃止

❶ 有期　→　正規　：　57万円／人

❷ 有期　→　無期　：　28.5万円／人 （廃止）
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正社員

非正規

現行

改正後

同一の事業所内の正社員に適用される就業規則が適用されている労働者

ただし、「賞与または退職金の制度」かつ「昇給」が適用されている者に限る
改正後

６か月以上雇用している有期または無期雇用労働者

賃金の額または計算方法が「正社員と異なる雇用区分の就業規則等」の適用

を６か月以上受けて雇用している有期または無期雇用労働者

現行 同一の事業所内の正社員に適用される就業規則が適用されている労働者

かくしん労務
「 課 題 解 決 と 要 望 実 現 」

一 筋 で 労 務 管 理 を リ ー ド

キャリアアップ助成金は非正規雇用から正規雇用等へ転換した場合に助成されるものです。

2022年は、相次いで沖縄本土復帰、日中国交回復、そして札幌冬季オリンピックから50年の

年である。

さらにこの2年前には大阪万博、8年前には昭和の東京オリンピック。

また、その3年後には沖縄海洋博が行われた。

まさに日本は高度成長期の下、はっきりと戦時から戦後へ時代の転換期を迎えた年でもあった。

それは、植民地を除き、従来の国土を回復したように見えるが、現実は地方領土はソ連（当時）

に占領されたままだし、米軍基地は国土各地に駐留させたまま、その多くは沖縄に残された。

つまり、まだ戦後は迎えられていないのである。

先日の事務所企画の沖縄平和ツアーでも、摩文仁の丘、平和祈念資料館や、ひめゆり学徒

平和祈念資料館、また、嘉手納や他の米軍基地を見学して、その実態を体験したところである。

そして、日中国交から50年の間に中国は、今や世界第2位の経済大国と軍事大国となり、当時

中国に経済援助をし続けていた日本との関係は逆転し、領土紛争の問題もあり、両国は緊張

関係が続いている。

一方、札幌はこの50年間に北海道全体の産業衰退、高齢過疎化にあって、いよいよ人口が

頭打ちとなりこれからは減少に転じるという。

そんな中にあって、新幹線の延伸や、2030年に2度目となる冬季札幌オリンピックの事業は推し

進められているが、既に1/3までになった地方鉄道路線をさらに切り捨て、多くの税金を使い、財界

にだけしか利益をもたらさない「ハコ物」では決して庶民の生活は潤わないことは自明の事実と

なっている。

50年前のこの3つの歴史は決して偶然ではなく、南北の2つの極地と中国・ロシアという2つの

大国における今の日本の重要な課題を象徴し、当時と同じ方法では決して解決できないことを

示唆し、現在の我々に警告しているのではないか。

私はどうしてもそう思えてならない。

労働保険事務組合北海道経営者協会

西 田 労 務 経 営 事 務 所

令和4年4月以降

2段階で改正



要件は③とほぼ同様ですが、休暇を20日以上取得させた女性一人当たり28.5万円が助成されます。

こちらは1事業所当たり5人まで申請可能となります。

さらに、③と④は併給可能となっており、2つの助成金をまとめて受給することも可能です。

の指導により、休業が必要とされた妊娠中の女性労働者が取得できる有給の休暇制度（年次有給

休暇ではない特別休暇）を設け、5日以上取得させることで15万円が助成されます。

なお、1事業主1回限りの申請となります。

☆ ③と同様、休業が必要な妊娠中の女性に有給の休暇を与えた場合に助成されます

④両立支援等助成金 （新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇取得支援コース）

上記「第1種」を受給した事業主が、男性従業員の育児休業取得率を3年以内に30％以上上昇

未だ衰えることのない新型コロナウィルス感染症に関する母性健康管理措置として、医師または助産師

させた場合、20万円～60万円を助成する「第2種」が新設されました。

☆ コロナ対策として、休業が必要な妊娠中の女性に有給の休暇を与えた場合に助成されます

　　③新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇制度導入助成金

☆ 支給額が57万円から20万円へ大幅に減少

男性従業員に5日以上の育児休業を与えるものを「第1種」とし、支給額は20万円へ減少しました。

また、男性従業員の育児休業期間中に代替要員を新規雇用した場合には20万円が加算されます。

☆ 男性従業員の育児休業取得率上昇に係る「第2種」を新設

現在、新型コロナウィルス感染症の蔓延により特例措置が適用されており、多くの企業が活用して

おりますが、その特例措置の適用が令和4年6月末まで延長されております。

なお、7月以降の適用は未決定となります。（5月末時点において）

②両立支援等助成金 （出生時両立支援コース）

　　　　主な助成金の最新情報

①雇用調整助成金 （コロナウィルスの影響等で従業員を休業させ、休業手当を支給することで助成されます）

新型コロナウィルス感染症特例の適用期間が令和4年6月末まで延長☆
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主要な助成金情報をピック

アップして記載致します

各助成金には、ここに記載した以外にも様々な要件がございます。

また、活用の際には就業規則の変更等の事前準備が必要な場合が多

いため、活用を検討される際はお早めに担当者へご連絡下さい。

実務上の変更は10月からとなり、雇用保険に加入している従業員

様の雇用保険料の計算が変わります。

10月分の給与計算時はご注意ください。


